













「上場会社の連結財務諸表への IFRS アドプションの意義」 
The Significance of IFRS Adoption on Listed Companies’ Consolidated Statements 



















提出された。これらの項目は、(1) OCIリサイクル、(2) 公正価値測定の範囲、(3) 開
発費の資産計上、(4) のれんの非償却、(5) 固定資産の減損の戻入れ、そして(6) 機能
通貨である（西川, 2012, p.11）。 














































 2.2 「中間的論点整理」におけるポイント 
 「中間的論点整理」においては、1. 会計基準の国際的調和、2. 国際会計基準の適
用、3. わが国としての意見発信、4. 単体の扱い、5. 中小企業への対応、6. 任意適用、











































審議会, 2012, p.9）。 














（企業会計審議会, 2012, pp.10-13）。 












































定範囲の企業に強制適用しようとするものである（山田, 2009, p.27）。 
 IASBの目的は、「公益に資するよう、明確に記述された原則に基づく、高品質で理
解可能な、強制力のある国際的に認められた会計基準の単一セットを開発すること。」
（IFRS Foundation, 2011,6 (a), A16）である。IFRS財団は、戦略レビューの報告に
おいて、IFRS の国際的なアドプション（全体を無修正で）を長期的な目標に掲げ、
コンバージェンスは移行期間においてはアドプションを促進するかもしれないとしな








するというものである（山田, 2009, p.29）。IFRS 財団評議員会議長である Michel 
Prada氏によれば、アドプションによって、日本と日本企業、そして日本の市場にと
って極めて有益であるとともに、この分野における日本のリーダーシップも維持する
ことができるという（Michel Parada他, 2012, p.15）。 














 また、IFRS のアドプションについては、議論が対立するポイントが 2 つあるとの
指摘がある。すなわち、第1に、海外で作られる基準と各国の事情や自国の周辺制度
との関係で軋轢が生じないかという懸念や、長期的にみて制度的に本当に持ちこたえ
られるのかという問題、そして、第 2 に、IFRS が公正価値モデルという世界的に見











 4.1 アンケート調査の概要 
 本章においては、連結財務諸表への IFRSの適用についての財務諸表作成者である
会社の考え方を分析する。分析に際しては、2012 年 2 月に「連結財務諸表と個別財
務諸表の関係が確定決算主義に及ぼす影響」をテーマに産業経理協会会員会社を対象
として実施したアンケート調査の一部を用いることとする。本アンケート調査の実施
状況は、以下のとおりである（杉山・石山, 2012, pp.175-213）。 
 対象会社 (財)産業経理協会会員 475社 
 調査方法 ファクシミリによる質問項目の送付および回収 
 発送日  2月15日 
 回収日  2月25日 
 事前ヒアリング 2社 
 回答会社数 141社 
 回収率 29.7% 
 事後ヒアリング 3社 
 ここにおいては、全 29 問から成る同アンケート調査の中から、主として以下に示
す連結財務諸表への IFRSの適用に関連する7つの設問を取り上げて分析する。 
 
問8. 貴社が IFRSを適用する時期はいつですか。 
 1. 西暦（       ）年（       ）月期からすで適用にしている。 
 2. 西暦（       ）年（       ）月期から適用予定である。 
 3. 強制適用となった場合、適用が義務づけられる時期に合わせて導入する。 







 1. IFRS 
 2. 日本基準 
 3. IFRS、日本基準のいずれかを選択適用 




問 11．IFRS が連結財務諸表に強制適用されることとなった場合、どのような導入  
方法が望ましいとお考えですか。 
 1. ピュア IFRSを適用する（I FRSをそのまま適用する）。 
 2.  カーブアウトした IFRSを適用する（問題のある箇所を除外した IFRSを適用
する）。 





 1.  支障がある  2.  やや支障がある  3.  あまり支障はない 
 4.  支障はない 
 
問17. 貴社は、IFRS対応のチームないしは部署等を設けていますか。 
 1. 設置している。 
 2. 設置していない。 
 3. 設置していたが廃止した。 
 4. その他（                              ） 
 
問18. 貴社の IFRS対応の具体的な施策があれば、お教えください。（記述回答） 
 
 4.2 分析対象会社の特性 
 2010 年 3 月期より開始された IFRS の任意適用対象会社は一定の条件を満たす上
場会社であることから、本アンケート調査の回答会社141社中「上場会社でありかつ
連結財務諸表を作成している会社」という条件を満たす113社を抽出して分析する。 













（1,000億円未満） 無回答 合計 
回答社数 23社 54社 26社 10社 113社 
回答率 20.4% 47.8% 23.0% 8.8% 100.0% 
 
 また、主な業務は【問 1】において以下に示す業種から選択されている。表 2 にお
いて、当該集計結果をさらに産業ごとに大別している（表2）。業種別では、製造業が
113社中66社を占めており最多である。 
1.  農・林・漁業  2.  鉱業  3.  建設業  4.  製造業  5.  電気・ガス業   
6.  情報通信・運輸業  7.  商業  8.  金融・保険業 
9.  不動産・物品賃貸業  10.  サービス業  11.  その他 
 
表2．産業別分布状況 
回答区分 第1次・第2次産業 第3次産業 無回答 合計 
回答社数 78社 34社 1社 113社 
回答率 69.0% 30.0% 1.00% 100.0% 
 
 4.3 連結財務諸表の作成基準 
まず、【問 8. IFRS の適用（予定）時期】については、すでに適用している会社は 0
社（ただし、本アンケート実施後の 2012 年 3 月期より適用を開始している会社が 1




















回答社数 0社 9社 99社 1社 4社 113社 
回答率 0.0% 8.0% 87.6% 0.9% 3.5% 100.0% 
 
 【問9. 連結財務諸表に適用する基準】については、回答会社113社中60社（53.1%）











選択肢 1．IFRS 2．日本基準 3．IFRS、日本基準
を選択適用 4．その他 無回答 合計 
回答社数 23社 19社 60社 7社 4社 113社 
回答率 20.4% 16.8% 53.1% 6.2% 3.5% 100.0% 
 
 また、【問10. 問9. における選択の理由（記述）】としては、次のような意見が記
述されている。 







・IASB の IFRS 設定プロセスへの参画の観点から、金融商品取引法適用会社の連結
財務諸表は IFRSで作成することが望ましいと考える。 
 

























































 4.4 IFRSの適用方法 
 現在の任意適用においては、IFRSそのもの（ピュアIFRS）を適用しておりいわゆ





























 IFRS 財団広報国際担当部長のMark Byatt 氏によれば、ほとんどの国がエンドー
スメントの仕組みを設けているのは、これが各国が自らの会計基準を決める主権を維









IFRSを適用する 3．その他 無回答 合計 
回答社数 23社 75社 12社 3社 113社 


































































 4.5 IFRSへの対応状況 









4．その他 無回答 合計 
回答社数 40社 44社 10社 18社 1社 113社 
回答率 35.4% 38.9% 8.8% 15.9% 0.9% 100.0% 
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